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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、税込処理を採用している子会社を除き消費税等は含まれておりません。 

    ３. 第12期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。  

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第12期

第２四半期連結 
累計期間 

第13期
第２四半期連結 

累計期間 
第12期

会計期間 
自  平成22年９月１日
至  平成23年２月28日 

自  平成23年９月１日
至  平成24年２月29日 

自  平成22年９月１日
至  平成23年８月31日 

売上高（千円）  6,867,383  7,687,577  14,056,645

経常利益（千円）  527,907  546,484  1,166,683

四半期（当期）純利益（千円）  260,716  272,831  608,516

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 266,113  278,341  621,290

純資産額（千円）  1,913,373  2,497,823  2,273,268

総資産額（千円）  5,082,184  5,741,255  5,535,127

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 18,231.95  19,053.81  42,550.59

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 18,187.44  18,999.41  42,428.95

自己資本比率（％）  36.9  42.5  40.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 183,937  2,213  1,087,473

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △111,691  △374,088  △474,427

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 276,299  85,841  49,625

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 1,182,375  1,210,469  1,496,502

回次 
第12期

第２四半期連結 
会計期間 

第13期
第２四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自  平成22年12月１日
至  平成23年２月28日 

自  平成23年12月１日
至  平成24年２月29日 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 9,522.99  8,816.73

２【事業の内容】
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  当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。 
  
（１）業績の状況 

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災の影響による停滞から緩やかに持ち直している

ものの、欧州の債務危機や、長期化する円高の影響により景気後退が懸念されるなど、先行き不透明な状況が続い

ております。 

介護業界においては、社会保障の機能強化や安定財源確保、経済成長との好循環の実現等を目指し、社会保障・

税一体改革の一環として、在宅医療・在宅介護の充実を目的とした地域包括ケアシステムの構築が推進されており

ます。平成24年４月の改正介護保険法の施行と介護報酬改定に対応すべく、介護事業各社は運営体制の見直しや、

新規事業の模索、準備を進めております。 

 このような状況の中で当社グループにおいては、平成24年1月に東京地区で「愛の家グループホーム調布国領

町」、埼玉地区で「愛の家グループホーム鶴ヶ島三ツ木」、2月に埼玉地区で「愛の家グループホームさいたま山

久保」、兵庫地区で「愛の家グループホーム尼崎尾浜町」の４棟を新規開設し、全158箇所のグループホームを運

営することとなりました。また、介護保険外のインターネット事業として、2月に「認知症きらきらネット」

（http://kirakira-care.net/）のサイト運営を開始し、認知症分野のリーディングカンパニーとして、認知症に

関する情報発信サービスを開始いたしました。 

 この結果、売上高7,687,577千円（前年同期比11.9％増）、営業利益431,358千円（前年同期比4.3％減）、経常

利益546,484千円（前年同期比3.5％増）、四半期純利益272,831千円（前年同期比4.6％増）となりました。 

  なお、セグメントの業績は下記のとおりです。  

①介護事業 

 当社グループの基幹事業であります介護事業につきましては、事業所の新規開設による施設数の増加によっ

て、前年同四半期に比べ売上高は929,713千円増（前年同期比13.8％増）の7,687,358千円となりました。 

②その他事業 

 その他事業につきましては、前年同四半期に比べ売上高は109,519千円減（前年同期比99.8％減）の219千円と

なりました。 

（２）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ286,033千円減少し、1,210,469千円となりました。  

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

  営業活動の結果得られた資金は2,213千円（前年同期は183,937千円の資金増）となりました。これは主に、税

金等調整前四半期純利益548,933千円の他、売上債権の増加額66,587千円、たな卸資産の増加額69,998千円、法

人税等の支払額379,279千円によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用された資金は374,088千円（前年同期は111,691千円の資金減）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出291,672千円、新規開設時の保証金の差入による支出83,318千円によるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果得られた資金は85,841千円（前年同期は276,299千円の資金増）となりました。これは主に借

入金の増減によるもので短期借入金の純増加額270,000千円の他、長期借入金の返済による支出225,686千円によ

るものであります。 
  
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 
  
（４）研究開発活動 

  該当事項はありません。   

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。  

    ２ 提出日現在の発行数には、平成24年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ   

り発行された株式数は含まれておりません。  

  

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。  

  （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整 

    により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項 

①新株予約権者は、新株予約権権利行使の時点において、当社又は当社子会社の取締役、執行役員いずれか

の地位にある場合に限り、新株予約権を行使することができる。ただし、当社又は当社子会社の取締役、執

行役員の任期満了による退任、その他正当な事由により、その地位を喪失した場合はこの限りではない。 

②その他の条件については取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  38,400

計  38,400

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数(株) 
(平成24年２月29日) 

提出日現在発行数
(株) 

(平成24年４月９日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式      14,320    14,320
名古屋証券取引所 

（セントレックス） 
  （注）１ 

計  14,320  14,320 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

決議年月日  平成23年11月25日 

新株予約権の数（個） 100 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（注１）（株） 100  

新株予約権の行使時の払込金額（円） 232,113 

新株予約権の行使期間 
平成25年12月14日から 

平成28年12月13日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の  

発行価格及び資本組入額（注２）（円） 

発行価格   232,113 

資本組入額 116,057 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 

代用払込みに関する事項 ―  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注）５ 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率 

  
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 
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契約」に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

５ 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収

合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につ

き吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交

換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の

直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、

それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会

社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。 

①交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、組織再編行為前の条件に準じて決定する。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、調整

して得られる再編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株

式の数を乗じて得られる金額とする。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 

組織再編行為前における新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、組織再編行為前における新株予約権を行使することができる期間の満了日までとす

る。 

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

組織再編行為前の条件に準じて決定する。 

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧新株予約権の行使の条件 

組織再編行為前の条件に準じて決定する。 

⑨新株予約権の取得条項 

組織再編行為前の条件に準じて決定する。  

   

  該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増減
額（千円） 

資本準備金残高
（千円） 

 平成23年12月１日～ 

 平成24年２月29日 
 － 14,320 － 871,250  － 391,250
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（６）【大株主の状況】

  平成24年２月29日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三光ソフランホールディングス

株式会社 

埼玉県さいたま市大宮区大成町１－２１２

－３ 
 8,668  60.53

高橋 誠一 埼玉県さいたま市大宮区  1,081  7.55

丸田 稔 長野県上伊那郡箕輪町  320  2.23

西薗 仁 埼玉県さいたま市浦和区  300  2.09

パイン株式会社 
埼玉県さいたま市大宮区桜木町４－８０

－１ 
 200  1.40

渡辺 勲 大阪府大阪市浪速区  193  1.35

野村證券株式会社 東京都千代田区大手町１－２－３  130  0.91

熊田 善勝 埼玉県さいたま市大宮区  127  0.89

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１  120  0.84

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
東京都中央区晴海１－８－11  118  0.82

計 －  11,257  78.61
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

  該当事項はありません。  

  

  

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成24年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式     14,320  14,320

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式  

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  14,320 － － 

総株主の議決権 －  14,320 － 

  平成24年２月29日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年12月1日から平成

24年２月29日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年９月１日から平成24年２月29日まで）に係る四半期連結

財務諸表について太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年８月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年２月29日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,496,502 1,210,469

売掛金 1,984,609 2,051,197

たな卸資産 ※1  27,498 ※1  97,497

繰延税金資産 86,442 54,020

その他 223,944 307,579

貸倒引当金 △4,146 △5,571

流動資産合計 3,814,851 3,715,192

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  149,432 ※2  427,631

減価償却累計額 △23,987 △28,926

建物及び構築物（純額） 125,445 398,705

車両運搬具 61,349 98,536

減価償却累計額 △19,567 △35,449

車両運搬具（純額） 41,781 63,086

土地 25,000 25,000

建設仮勘定 17,600 －

その他 129,317 153,536

減価償却累計額 △69,678 △83,207

その他（純額） 59,638 70,329

有形固定資産合計 269,465 557,120

無形固定資産   

のれん 316,671 237,617

リース資産 81,670 67,870

その他 3,480 3,385

無形固定資産合計 401,822 308,873

投資その他の資産   

投資有価証券 4,861 4,396

長期前払費用 4,174 4,724

差入保証金 959,283 1,041,591

繰延税金資産 61,635 64,007

その他 27,697 52,742

貸倒引当金 △8,664 △7,394

投資その他の資産合計 1,048,988 1,160,068

固定資産合計 1,720,276 2,026,062

資産合計 5,535,127 5,741,255
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年８月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年２月29日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 23,284 23,580

短期借入金 200,000 470,000

1年内返済予定の長期借入金 441,612 451,188

未払金 738,627 762,682

未払法人税等 403,422 255,764

未払費用 100,497 90,302

賞与引当金 60,698 18,172

その他 108,731 103,287

流動負債合計 2,076,872 2,174,977

固定負債   

長期借入金 816,290 691,028

リース債務 78,406 58,628

退職給付引当金 119,568 141,695

長期預り金 160,958 160,089

資産除去債務 － 4,592

その他 9,762 12,419

固定負債合計 1,184,985 1,068,453

負債合計 3,261,858 3,243,431

純資産の部   

株主資本   

資本金 871,100 871,250

資本剰余金 391,100 391,250

利益剰余金 964,629 1,180,188

株主資本合計 2,226,829 2,442,688

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 － △465

その他の包括利益累計額合計 － △465

新株予約権 3,027 6,212

少数株主持分 43,412 49,387

純資産合計 2,273,268 2,497,823

負債純資産合計 5,535,127 5,741,255

2012/04/11 2:20:3511814798_第２四半期報告書_20120411022022

- 9 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年９月１日 

 至 平成24年２月29日) 

売上高 6,867,383 7,687,577

介護事業売上高 6,757,644 7,687,358

その他事業売上高 109,738 219

売上原価 5,617,723 6,380,679

介護事業原価 5,512,483 6,380,679

その他事業原価 105,240 －

売上総利益 1,249,660 1,306,898

販売費及び一般管理費 ※  798,817 ※  875,540

営業利益 450,842 431,358

営業外収益   

受取利息 137 165

補助金収入 86,058 118,757

負ののれん償却額 146 146

雑収入 10,740 14,836

営業外収益合計 97,082 133,906

営業外費用   

支払利息 14,514 13,607

障がい者雇用納付金 4,875 2,800

雑損失 627 2,372

営業外費用合計 20,016 18,780

経常利益 527,907 546,484

特別利益   

国庫補助金 123,344 10,041

その他特別利益 186 2,000

特別利益合計 123,530 12,041

特別損失   

固定資産圧縮損 118,193 9,591

その他特別損失 74 －

特別損失合計 118,268 9,591

税金等調整前四半期純利益 533,170 548,933

法人税、住民税及び事業税 247,334 240,077

法人税等調整額 19,386 30,049

法人税等合計 266,721 270,127

少数株主損益調整前四半期純利益 266,448 278,806

少数株主利益 5,732 5,974

四半期純利益 260,716 272,831
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年２月29日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 266,448 278,806

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △335 △465

その他の包括利益合計 △335 △465

四半期包括利益 266,113 278,341

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 260,381 272,366

少数株主に係る四半期包括利益 5,732 5,974
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年９月１日 

 至 平成24年２月29日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 533,170 548,933

減価償却費 30,995 47,933

のれん償却額 82,976 79,053

株式報酬費用 1,009 3,185

貸倒引当金の増減額（△は減少） 965 154

賞与引当金の増減額（△は減少） △75,391 △42,526

退職給付引当金の増減額（△は減少） 16,388 22,127

受取利息及び受取配当金 △137 △165

支払利息 14,514 13,607

補助金収入 △86,058 △118,757

国庫補助金 △123,344 △10,041

固定資産圧縮損 118,193 9,591

売上債権の増減額（△は増加） △34,503 △66,587

たな卸資産の増減額（△は増加） 663 △69,998

仕入債務の増減額（△は減少） 7,889 296

未払消費税等の増減額（△は減少） △15,967 △7,723

長期預り金の増減額（△は減少） △12,813 △869

その他 △95,326 △147,661

小計 363,222 260,554

利息及び配当金の受取額 137 165

利息の支払額 △12,992 △13,797

補助金の受取額 86,058 130,169

国庫補助金の受取額 36,414 4,401

法人税等の支払額 △288,903 △379,279

営業活動によるキャッシュ・フロー 183,937 2,213

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △18,003 －

有形固定資産の取得による支出 △134,678 △291,672

有形固定資産の売却による収入 95,068 －

敷金保証金の返戻による収入 95 524

敷金保証金の差入による支出 △54,879 △83,318

貸付金の回収による収入 706 525

貸付金の実行による支出 － △148

投資活動によるキャッシュ・フロー △111,691 △374,088

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △105,336 270,000

長期借入れによる収入 650,000 110,000

長期借入金の返済による支出 △200,688 △225,686

リース債務の返済による支出 △14,931 △19,670

配当金の支払額 △52,745 △49,101

ストックオプションの行使による収入 － 300

財務活動によるキャッシュ・フロー 276,299 85,841

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 348,530 △286,033

現金及び現金同等物の期首残高 833,844 1,496,502

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,182,375 ※  1,210,469
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年９月１日 
至 平成24年２月29日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年８月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成24年２月29日） 

※１ (たな卸資産の内訳) ※１ (たな卸資産の内訳) 

貯蔵品 千円22,741

商品 千円4,757

      

貯蔵品 千円27,414

商品 千円10,763

販売用不動産 千円59,320

※２（国庫補助金等の圧縮記帳額） 

固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額 

  

建物及び構築物 千円278,300

※２（国庫補助金等の圧縮記帳額） 

固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額 

  

建物及び構築物 千円403,717

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年９月１日 
至 平成24年２月29日） 

 ※  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額
    は次のとおりであります。 

※  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額
    は次のとおりであります。 

  

給与手当 212,423千円 

賞与引当金繰入額 9,031  

退職給付費用 3,715  

貸倒引当金繰入額 965  

  

給与手当 260,269千円 

賞与引当金繰入額 8,832  

退職給付費用 5,651  

貸倒引当金繰入額 154  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年９月１日 
至 平成24年２月29日） 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年２月28日現在） （平成24年２月29日現在）

  （千円）

  現金及び預金勘定  1,224,379

  預入期間が３ヶ月を 

  超える定期預金等  
 △42,003

  現金及び現金同等物  1,182,375

  （千円）

  現金及び預金勘定  1,210,469

  預入期間が３ヶ月を 

  超える定期預金等  
 －

  現金及び現金同等物  1,210,469
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年９月１日 至 平成23年２月28日） 

 配当金支払額 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年９月１日 至 平成24年２月29日） 

 配当金支払額 

  

（株主資本等関係）

  

（決議） 
株式の種類

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年10月12日 

取締役会  
普通株式 57 4,000 平成22年８月31日 平成22年11月29日 利益剰余金 

  

（決議） 
株式の種類

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年10月11日 

取締役会  
普通株式 57 4,000 平成23年８月31日 平成23年11月28日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成22年９月１日 至平成23年２月28日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 （単位:千円） 

（注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産の販売事業、事務代行

業務、清掃業務等であります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）    

（単位:千円）

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理部門にかかる費用であります。 

   

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

  

報告セグメント  その他 

 （注）  
合計 

介護事業

売上高       

 外部顧客に対する 

 売上高 
 6,757,644  109,738  6,867,383

  セグメント間の 

 内部売上高又は振替高 
 －  13,298  13,298

計  6,757,644  123,036  6,880,681

 セグメント利益又は損失（△）  834,864  △13,545  821,318

 利益 金額 

 報告セグメント計   834,864

 「その他」の区分の利益  △13,545

 セグメント間取引消去  △13,298

 のれんの償却額  △9,890

 全社費用（注）  △347,288

 四半期連結損益計算書の営業利益   450,842
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成23年９月１日 至平成24年２月29日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 （単位:千円） 

（注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産の販売事業、事務代行

業務、清掃業務等であります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容   

 （差異調整に関する事項）    

（単位:千円）

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理部門にかかる費用であります。 

   

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

   

  

  

報告セグメント  その他 

 （注）  
合計 

介護事業

売上高       

 外部顧客に対する 

 売上高 
 7,687,358  219  7,687,577

  セグメント間の 

 内部売上高又は振替高 
 －  37,431  37,431

計  7,687,358  37,651  7,725,009

 セグメント利益又は損失（△）  1,016,235  △4,389  1,011,846

 利益 金額 

 報告セグメント計   1,016,235

 「その他」の区分の利益  △4,389

 セグメント間取引消去  －

 のれんの償却額  △5,967

 全社費用（注）  △574,521

 四半期連結損益計算書の営業利益   431,358
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

   該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年９月１日 
至 平成24年２月29日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 18,231 95 円 銭 19,053 81

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  260,716  272,831

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  260,716  272,831

普通株式の期中平均株式数（株）  14,300  14,319

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 18,187 44 円 銭 18,999 41

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  35  41

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  －

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているメディカル・ケ

ア・サービス株式会社の平成23年９月１日から平成24年８月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23

年12月１日から平成24年２月29日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年９月１日から平成24年２月29日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、メディカル・ケア・サービス株式会社及び連結子会社の平成24年２月

29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年４月６日

メディカル・ケア・サービス株式会社 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 和田 芳幸  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 齋藤  哲  印 

（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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